
① 施策の目的

③ 施策の概要

② 対策の柱との関係

④ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 障害福祉人材の確保のためには、他産業の選択・他産業への流出を防ぐため、全産業平均の給与と差がつく

中、緊急的に賃金の引き上げが必要。

○ 賃上げとともに、障害福祉現場における生産性を向上し、業務効率化や職場環境の改善を図ることにより、職

員の離職の防止・職場定着を推進することが重要。これらは働きやすさの改善のための事業者における基盤整

備とともに、具体的なテクノロジーの導入への支援、経営等の協働化等を通じた職場環境改善が必要。さらに、

障害福祉サービスは、小規模な事業所も多く、事務体制も含めた経営面のサポートが必要。

○ 就労系サービス（就労継続支援A型等）については、障害福祉サービスとしての側面だけでなく、生産活動とし

ての側面があり、障害者の生産活動の改善等を通じた安定的な経営、人材確保の支援が必要。

処遇改善加算を取得している事業所のうち、
生産性を向上し、更なる業務効率化や職場環
境の改善を図り、障害福祉人材確保・定着の
基盤を構築する事業所に対する支援

※人件費に充てることが可能

※処遇改善加算の更なる取得促進をあわせ
て実施

障害福祉現場における生産性向上や職場環境改善等を図ることにより、福祉・介護職員の確保・定着や障害福祉サービスの質の向上につなげる。

介護テクノロジー導入・協働化等支援事業

生産性向上・職場環境改善等に係る具体的なテ
クノロジーの導入への支援、経営等の協働化への
支援、処遇改善加算の取得促進や人材確保対策
等の事務体制のサポート支援

訪問介護の提供体制確保支援

就労系サービス（就労継続支援A型等）の経営
改善に向けたノウハウの習得や、ICT機器等の導
入による作業の効率化、専門家による助言等の
支援

障害福祉人材確保・職場環境改善等事業 介護テクノロジー導入・協働化等支援事業
障害者就労施設の生産活動の

経営改善等の支援
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障害福祉人材確保・職場環境改善等事業

○ 施策の概要

○ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

■支給対象
（１）福祉・介護職員等処遇改善加算の取得事業所

（２）以下の職場環境改善等に向けた取組を行い、そのための計画
を策定し、都道府県に提出する事業所

＜取組＞
福祉・介護職員等の業務の洗い出し、棚卸しとその業務効率化
など、改善方策立案を行う
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① 障害福祉人材確保・職場環境整備等事業
計画書等を提出

② 交付決定、補助金交付

③ 実績報告書を提出

※ 国保連システムを改修し、都道府県は、国保連から提供された各事業
所の交付額一覧に基づき交付決定を実施。国保連システムを改修すると
ともに、国・都道府県に必要な事務費等を確保
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・福祉・介護職員等処遇改善加算（※１）を取得している事業所のうち、生産性を向上し、更なる業務効率化や職場環境の改善を図り、障
害福祉人材確保・定着の基盤を構築する事業所に対し、所要の額を補助する。

※１ 福祉・介護職員等処遇改善加算の更なる取得促進をあわせて実施。

・障害福祉サービス事業所において、その福祉・介護職員等が、更なる生産性向上・職場環境改善のため、自身の業務を洗い出し、その
改善方策にも関与できる形とする等のための基盤構築を図る。このため、補助は、当該職場環境改善等の経費（※２）に充てるほか、福
祉・介護職員等（※３）の人件費に充てることを可能とする。

※２ 間接業務に従事する者等を募集するための経費や、職場環境改善等（例えば、処遇改善加算の職場環境要件の更なる実施）
のための様々な取組を実施するための研修等の経費 など

※３ 当該事業所における福祉・介護職員以外の職員を含む


